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１ 土木局・都市局関係行政委員会等 
 

(1) 行政委員会 
名   称   広島県収用委員会 
任   務   公共の利益となる事業に必要な土地等の収用又は使用並びに損失の補償等に関す

る裁決等を行う。 
根 拠 法   土地収用法（昭和２６年法律第２１９号） 
構 成 等   委員７人及び予備委員で構成し，任命については県議会の同意を要する。 
所 管 課   土木局 土木総務課 

 
(2) 附属機関 
① 名   称  広島県建設工事紛争審査会 
  任   務  建設工事の請負契約に関する紛争の解決を図るためのあっせん，調停及び仲裁を

行う。このうち審査会の行った仲裁判断は，確定判決と同じ効力を有する。 
  根 拠 法  建設業法（昭和２４年法律第１００号） 
  構 成 等  人格高潔，識見の高い者（委員１５人以内及び特別委員）で構成 
  所 管 課  土木局 土木総務課 
   
② 名   称  広島県漁業補償調停委員会 

任   務  漁業補償に関して当事者間の公正な調整を図り，公共性の高い事業の円滑な推進

と漁業従事者の生活再建に寄与する。 
  根 拠 法  広島県漁業補償調停委員会設置条例（平成２年広島県条例第３３号） 
  構 成 等  学識経験を有する者７人以内で構成 
  所 管 課  土木局 土木総務課 
 
③ 名   称  広島県公共工事入札監視委員会 

任   務  県が発注する建設工事等の入札及び契約手続の運用状況等について調査審議する

ことにより，入札・契約過程及び内容について，その透明性を確保する。 
  根 拠 法  広島県公共工事入札監視委員会設置条例（平成 15年広島県条例第４号） 
  構 成 等  学識経験を有する者５人以内で構成 
  所 管 課  土木局 建設産業課 
 
④ 名   称  広島県土地収用事業認定審議会 
  任   務  知事が事業認定に関する処分を行なうとき，知事の諮問により事業認定の可否に

ついて調査審議し，意見を述べる。 
  根 拠 法  土地収用法（昭和２６年法律第２１９号） 
  構 成 等  学識経験を有する者７人以内で構成 
  所 管 課  土木局 用地課 
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⑤ 名   称  広島県水防協議会 
  任   務  広島県の水防計画その他水防に関する重要事項について調査審議し，及び関係機

関に対する意見陳述を行う。 
  根 拠 法  水防法（昭和２４年法律第１９３号） 

構 成 等  会長１人並びに関係行政機関の職員，水防に関係のある団体の代表者及び学識経

験のある者からなる委員１５人で構成 
  所 管 課  土木局 道路河川管理課 
 
⑥ 名   称  広島県海域利用審査会 

任   務  海域の活用及び保全に関する重要事項を調査審議する。また，海域の使用につい

て知事が許可するに際し，知事の諮問に応じ，意見答申する。 
  根 拠 法  広島の海の管理に関する条例（平成３年広島県条例第７号） 
  構 成 等  学識経験を有する者１０人以内で構成 
  所 管 課  土木局 港湾振興課 
 
⑦ 名   称  広島県広島港地方港湾審議会 
  任   務  広島港に関する重要事項の調査審議を行う。 
  根 拠 法  港湾法（昭和２５年法律第２１８号） 

構 成 等  学識経験のある者，港湾関係者，県議会及び関係市町議会の議員，国の関係行政

機関の職員，県及び関係市町の職員計３０人以内で構成 
  所 管 課  土木局 港湾企画整備課 
 
⑧ 名   称  広島県尾道糸崎港地方港湾審議会 
任   務  尾道糸崎港に関する重要事項の調査審議を行う。 

  根 拠 法  港湾法（昭和２５年法律第２１８号） 
構 成 等  学識経験のある者，港湾関係者，県議会及び関係市町議会の議員，国の関係行政

機関の職員，県及び関係市町の職員計２５人以内で構成 
  所 管 課  土木局 港湾企画整備課 
 
⑨ 名   称  広島県福山港地方港湾審議会 
任   務  福山港に関する重要事項の調査審議を行う。 

  根 拠 法  港湾法（昭和２５年法律第２１８号） 
構 成 等  学識経験のある者，港湾関係者，県議会及び関係市町議会の議員，国の関係行政

機関の職員，県及び関係市町の職員計２０人以内で構成 
  所 管 課  土木局 港湾企画整備課 
   
⑩ 名   称  広島県都市計画審議会 

任   務  都市計画法によりその権限に属させられた事項及び知事からの諮問事項を調査審

議し，また関係行政機関に建議する。 
根 拠 法  都市計画法（昭和４３年法律第１００号） 
構 成 等  学識経験者，関係行政機関の職員，市町長の代表者，県議会議員，市町議会の議

長の代表者をもって３０人以内で構成 
  所 管 課  都市局 都市政策課 
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⑪ 名   称  広島県屋外広告物審議会 
任   務  知事の諮問に応じ，屋外広告物に関する重要事項を調査審議する。 
根 拠 法  広島県屋外広告物条例（昭和２４年広島県条例第７２号） 
構 成 等  県関係吏員，県商工会議所連合会関係者，県観光連盟関係者，屋外広告物の広告

業者，学識経験者をもって１３人以内で構成 
所 管 課  都市局 都市政策課 

 
⑫ 名   称  広島県開発審査会 

任   務  開発行為等に関する処分若しくは不作為又は監督処分についての審査請求に対す

る裁決及び市街化調整区域における開発行為等で，知事が諮問した事項について

審議する。 
  根 拠 法  都市計画法（昭和４３年法律第１００号） 

構 成 等  法律，経済，都市計画，建築，公衆衛生又は行政に関し，すぐれた経験と知識を

有する者７人で構成 
  所 管 課  都市局 都市整備課 
 
⑬ 名   称  広島県建築審査会 

任   務  建築基準法に規定する同意及び審査請求に対する裁決についての議決，並びに特

定行政庁の諮問に応じて重要事項を調査審議する。 
  根 拠 法  建築基準法（昭和２５年法律第２０１号） 

構 成 等  法律，経済，建築，都市計画，公衆衛生又は行政に関し学識経験のあるもの７人

で構成 
  所 管 課  都市局 建築課 
 
⑭ 名   称  広島県建築士審査会 

任   務  建築士法の規定に基づき，二級及び木造建築士試験に関する事務をつかさどると

ともに建築士の業務の停止その他知事が行う処分について，同意を行う等同法に

よりその権限に属させられた事項を処理する。 
  根 拠 法  建築士法（昭和２５年法律第２０２号） 
  構 成 等  建築士又は学識経験者をもって８人で構成 
  所 管 課  都市局 建築課 
 
⑮ 名   称  広島県県営住宅管理審議会 
任   務  知事の諮問に応じ，県営住宅入居者の選考に関する事項のほか県営住宅の管理に

関する重要事項を調査審議する。 
  根 拠 法  広島県県営住宅設置及び管理条例（平成９年広島県条例第１３号） 
  構 成 等  県市町関係吏員，学識経験者，公益代表者若干名で構成 
  所 管 課  都市局 住宅課 
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(3) 県が資本金の二分の一以上を出資している法人 
① 名 称  広島県土地開発公社 
  所 在 地  広島市中区大手町二丁目１１番１５号 
  設立年月日  昭和４８年３月３１日 
  根 拠 法  公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号） 
  設立目的及  目的：公共用地，公有地等の取得･管理･処分等を行うことにより，地域の 
  び業務概要  秩序ある整備と県民の福祉の増進に寄与する。 
         事業：公有地取得事業，土地造成事業，あっせん等事業 
  基 本 金  ３０,０００千円（全額広島県出資） 
         基本財産    ３０,０００千円 
  役 員 等  役員は，県議会議員，学識経験者及び広島県職員のうちから広島県知事が任命す

る。        
 

（H２３．４．１現在） 

職  名 氏   名 備    考 
理 事 長 
副 理 事 長 
常 務 理 事 
理 事 

〃 
〃 
〃 

監 事 
〃 

三 島 裕 三

中 川 道 弘

小 川 茂 喜

谷 村 武 士

高 垣 広 徳

津 山 直 登

寶 来 伸 夫

糸 山 幸 一

瀬 川 清 文

常勤 
常勤 
常勤 
広島商工会議所専務理事 
広島県土木局長 
広島県商工労働局長 
広島県公営企業管理者企業局長 
広島県会計管理者 
㈱広島銀行常任監査役 

 
職員数及び組織図 
   
 
                               
 

理 事 長 

副理事長 

常務理事 事務局長 総務部 

用地部 用 地 課（１名） 

総 務 課（１２名） 

理   事 

監  事 

※道路公社，住宅供給公社と併任 

※職員にはプロパー職員，嘱託職員を含む 

統合事務局 
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② 名   称  広島県道路公社 
  所 在 地  広島市中区中区大手町二丁目１１番１５号 
  設立年月日  昭和５６年３月３０日 
  根 拠 法  地方道路公社法（昭和４５年法律第８２号） 

  設立目的及  有料道路の新設，改築，維持修繕，その他の管理及びこれに附帯する業務を 
び業務概要  行うことにより，幹線道路の整備を促進し，交通の円滑化を図り，もって住民の福

祉の増進と産業経済の発展に寄与する。 
  基 本 財 産  ６,３２５,０００千円（全額広島県出資） 
  役 員 等  理事長及び監事は知事が任命し，副理事長及び理事は，理事長が知事の認可を受け

て任命する。 
         顧問及び参与については，知事の同意を得て理事長が委嘱する。 

（H２３．４．１現在） 
職  名 氏   名 備    考 
理 事 長 
副 理 事 長 
常 務 理 事 
常 務 理 事 
理 事 
〃 

監 事 
〃 

三 島 裕 三

中  川  道  弘

日 當 康 典

小 川 茂 喜

高 垣 広 徳

高 井 厳

糸 山 幸 一

瀬 川 清 文

常勤 
常勤 
常勤 
常勤 
広島県土木局長 
広島市道路交通局長 
広島県会計管理者 
㈱広島銀行常任監査役 

 
職員数及び組織図 

  

理 事 長 

副理事長 

常務理事 事務局長 総務部 

道路部 維持管理課（８名） 

総 務 課（１２名） 

広島熊野道路管理事務所（２名） 

安芸灘大橋有料道路管理事務所（２名） 

尾道大橋有料道路管理事務所（２名） 

理   事 

監   事 

 統合事務局 
※土地開発公社,住宅供給公社と併任 

※職員にはプロパー職員，嘱託職員を含む 
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③ 名   称  広島高速道路公社 
  所 在 地  広島市中区中町８番１８号 
  設立年月日  平成９年６月３日 
  根 拠 法  地方道路公社法（昭和 45年法律第８２号） 
  設立目的及  指定都市高速道路の新設，改築，維持修繕，その他の管理及びこれに附帯する 
    び業務概要    業務を行うことにより，幹線道路の整備を促進し，交通の円滑化を図り，もって

住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄与する。 
                       
基 本 財 産  ７５,３７５,０００千円（広島県，広島市それぞれ３７,６８７,５００千円出資） 

  役 員 等  理事長及び監事は，広島県知事及び広島市長が任命する。 
         副理事長及び理事は，理事長が広島県知事及び広島市長の認可を受けて任命する。 

（Ｈ２３．４．１現在） 
職  名 氏   名 備    考 
理 事 長 

副 理 事 長 

理 事 

監 事 

〃 

高 山  茂

井 上 徳 宣

桐 山 孝 晴

糸 山 幸 一

紙  本  義  則

常勤 

広島県土木局付 

広島県土木局付 

広島県会計管理者 

広島市会計管理者 

 
職員数及び組織図 
 
  理 事 長      総 務 部       総 務 課 
              （３４名）     交通管理課 
  副理事長                  保 全 課 
 
            企画調査部       企画調査課 
  理  事        （１２名）     技術管理課 
 
  監 事                                     
            建 設 部       建設第一課 
              （２０名）     建設第二課 
                                                用  地  課 
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  ④ 名 称  財団法人広島県下水道公社 
  所 在 地  （本  社） 広島市南区向洋沖町１番１号 
         （福山支所） 福山市箕沖町１０６番地 
         （三原支所） 三原市円一町一丁目２番１号 
  設立年月日  昭和５６年８月１日 
  根 拠 法  一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益財団法人の認定等に関する 

法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（昭和１８年法律第５０号） 
  設立目的及  目的：流域下水道処理施設の運転管理業務等の受託その他広島県又は市町が 
  び業務概要     実施する下水道事業に協力し，もって，県民の健康で快適な生活環境の向上

と公共用水域の水質保全に寄与することを目的とする。 
事業：広島県が設置する流域下水道処理施設の運転管理及び水質分析等を受託す

ることを主な業務とし，下水道技術者の養成，下水道技術の調査・研究，下

水道知識の普及及び啓発等の事業を行う。 
  基 本 財 産       ７９,０００千円 
  役 員 等       理事長，副理事長，常務理事，理事，監事の１８人以内で構成 

（H２３．４．20現在） 
職  名 氏   名 備    考 

理 事 長 
副 理 事 長 
常 務 理 事 
理 事 

〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 

監 事 
〃 
〃 

中 村  博

向 井 政 博

河 久 博 夫

安 井 清 司

岡 﨑  忞

平 田 光 章

城 信  誠

和 多 利  義  之

山 岡 寛 次

三 村 裕 史

吉 田 隆 行

岩 佐 哲 也

堀 内 雅 晴

藤 井 睦 雄

重 安 正 文

常勤 
広島市下水道局長 
常勤 
三原市副市長 
福山市副市長 
府中市副市長 
東広島市副市長 
府中町長 
海田町長 
熊野町長 
坂町長 
広島県都市局長 
広島市会計管理者 
福山市会計管理者 
三原市会計管理者 

 
職員数及び組織図 
  理 事 長 
 
  副理事長         
 
  常務理事 

総務部  １課（ ４名） 
 
  事務局長        業務部  ２課（１０名） 
   
  理  事        福山支所 ３課（１１名） 
監  事 

              三原支所 ３課（ ９名） 
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⑤ 名 称  広島県住宅供給公社 
  所 在 地  広島市中区大手町二丁目１１番１５号 
  設立年月日  昭和４１年３月２８日 
  根 拠 法  地方住宅供給公社法（昭和４０年法律第１２４号） 
  設立目的及  県民の住生活の安定向上を図るため，住宅の建設，経営並びに分譲を行う。 
  び業務概要  ○ 住宅の建設，賃貸，管理及び譲渡 

○ 宅地の造成，賃貸，管理及び譲渡 
○ （独）都市再生機構賃貸住宅の管理 

  出 資 金  １０,０００千円 

          広島県   ８,３００千円 

          広島市     ７００千円 

          呉市      ５００千円 

          三原市     １５０千円 

          尾道市     １００千円 

          福山市     ２５０千円 

  役   員                        （H２３．４．１現在） 
職  名 氏   名 備    考 

理 事 長

副 理 事 長

常 務 理 事

常 務 理 事

理 事

〃 
〃 
〃 

監 事

〃 

三 島 裕 三

中 川 道 弘

小 川 茂 喜

岡 﨑  俊

中 原 好 治

高 垣 広 徳

岩 佐 哲 也

荒 本 徹 哉

秋 山 淳 良

糸 山 幸 一

堀 内 雅 春

常 勤 
常 勤 
常 勤 
常 勤 
広島県議会議員 
広島県土木局長 
広島県都市局長 
広島市都市整備局長 
(株)広島県住宅管理センター代表取締役 
広島県会計管理者 
広島市会計管理者 

 
職員数及び組織図 
  
理  事  

副理事長 

常務理事 事務局長 総務部 

住宅部 事業推進担当（２名） 

総 務 課（１２名） 

建築営繕担当（３名） 

住宅管理担当（４名） 

理   事 

理   事 

参 与 

経営企画監 

 統合事務局 

※土地開発公社，道路公社と併任 

※職員にはプロパー職員，嘱託職員を含む 

経営健全化担当（２名） 

常務理事 

参 与（技術担当） 
監   事 
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⑥ 名 称  株式会社ひろしま港湾管理センター 
  所 在 地  広島市南区宇品海岸一丁目１３番１３号 
  設立年月日  平成２年４月２日 
  根 拠 法  会社法 
  設立目的及  港湾施設の管理運営，港湾施設・建物等の維持管理，舟艇の賃貸・保管及び 
  び業務概要  メンテナンスなどの業務を営むことを目的とする。 
  資 本 金  １,０００,０００千円（広島県５１０,０００千円出資） 
  役 員 等                             

（H23. 4．1 現在） 
職  名 氏    名 備    考 

代表取締役社長 

常 務 取 締 役 

〃 

取 締 役 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

〃 

常 勤 監 査 役 

監  査  役 

〃 

〃 

松 田  實

佐 渡 忠 典

松 島 至 信

丸 山 隆 英

荒 本 徹 哉

竹 長  潤

 

蔵 田 和 樹

神 野 恭 次

仁 田 一 郎

辻 井  司

平 野 博 昭

佐 々 木 博 信

石 川 順 三

 

 

 

広島県空港港湾部長 

広島市都市整備局長 

ヤマハ発動機㈱マリン事業本部ボート事業部国内マリ

ン営業部長 

㈱広島銀行常務取締役 

マツダ㈱コーポレート業務推進本部副本部長 

瀬戸内海汽船㈱代表取締役社長 

 

広島市議会議員 

㈱もみじ銀行取締役 

広島信用金庫専務理事 
 
職員数及び組織図 
 
 

（五日市漁港フィッシャリーナ） 

常務取締役 

担当部長 

業務チーム 総務チーム 企画営業チーム 

（マリーナカンパニー） 

常務取締役 

担当部長(取締役) 

（広島観音マリーナ）

福山営業所 

管理チーム 総務チーム 

松永詰所 

廿日市詰所 

コンテナカンパニ

ー準備室 

代表取締役社長

（３名） 

（８名） 

（５名） 

（１名） 

（２名） 

（５名） （３名） （３名）

（ポートカンパニー）

管理チーム

（４名）

支配人 

（１名）
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２ 土木局・都市局１０大ニュース 
 

(1) 平成２２年 
○ 都市計画道路 松永港本郷線 供用開始（３月１８日） 
○ 東広島・呉自動車道と東広島高田道路 供用開始（３月２４日） 
○ 広島高速２号線・３号線（宇品～吉島） 供用開始（４月２６日） 
○ 広島空港の航空路線の充実 
 ・広島～成田線の２便化（７月１日） 
 ・広島～台北線の増便（週５便⇒６便）（８月７日） 
 ・広島～東京（羽田）線の１往復増便（１０月３１日） 

○ ７月豪雨による災害 及び 地域の実情を踏まえた土砂処理対策（庄原市篠堂地区）（７月１２日～
１６日） 

○ 福山港の重点港湾選定（８月３日） 
○ 広島銀行と「対中国貿易拡大のための連携協定」締結（１０月２６日） 
○ 仁賀ダム試験湛水開始（１１月１日） 
○ 広域ネットワークの中国横断自動車道尾道松江線（尾道 JCT～世羅 IC）供用開始（１１月２７日） 
○ 二葉の里土地区画整理事業 起工記念式典（１２月１日） 

 
(2) 平成２１年 
○ 高速道路の料金割引開始（3月２０日） 
○ 一般国道１８５号安芸津バイパス部分供用開始（３月２９日） 
○ 安芸津港の東広島市への移管（４月１日） 
○ 建設工事に係る最低制限価格等の見直し（４月１日） 
○ 一般国道３７５号福富バイパス開通（４月２９日） 
○ 広島空港高度計器着陸施設（ＣＡＴ－Ⅲｂ）運用開始（６月４日） 
○ 都市計画道路 城町中之町線 供用開始（６月８日） 
○ 国際コンテナ便の新規就航（１０月１６日／１０月２４日） 
○ 福富ダムの竣工（１０月３０日） 
○ 都市計画道路 海田臨港線 供用開始（１０月３０日） 
 

(3) 平成２０年 
○ 一般国道１８３号高道路供用開始（3月９日） 
○ ひろしまアダプト活動支援事業（官民協働型管理システム支援のスタート）（４月１日） 
○ 広島高速道路等へのＥＴＣ導入（４月１５日） 
○ 一般国道１９１号土居バイパス開通（４月２２日） 
○ 広島空港高度計器着陸施設（ＣＡＴ－Ⅲａ）運用開始（６月５日） 
○ 広島港（坂地区）海岸環境整備事業（ベイサイドビーチ坂２期オープン）（７月１日） 
○ 梶毛ダムの竣工（１０月９日） 
○ 白糸川 緊急砂防工事の完成（１０月２３日） 
○ 豊島大橋供用開始（１１月１８日） 
○ 改正建築士法の施行（１１月２８日） 
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(4) 平成１９年 
○ 白糸川災害関連緊急砂防事業の堰堤完成(３月３１日) 
○ 広島空港国際線利用者数過去最高記録(３月３１日) 
○ NPO法人ひろしまアダプト設立(４月６日) 
○ 改正建築基準法の施行(６月) 
○ 広島県公共土木施設災害支援制度の運用開始(８月) 
○ 「ボートパーク広島」開業（１０月１日） 
○ 一般競争入札の対象工事の大幅拡大（１０月） 
○ 三次市に道路管理権限を移譲（１０月２６日） 
○ (仮称)空港大橋のアーチ部及び(仮称)豊島大橋が閉合(１０月，１１月) 
○ 東広島呉道路の一部区間(上三永 IC～馬木 IC間)暫定供用開始（１１月３日） 

 
(5) 平成１８年 
○ 県営坂地区住宅整備（第１期）が完了し，管理を開始（４月） 
○ せら県民公園（第１期）開園（４月１４日） 
○ 西瀬戸自動車道（瀬戸内しまなみ海道）全通（４月２９日） 
○ 山田川ダムの竣工（５月１１日） 
○ 梅雨前線及び台風１３号接近による豪雨災害（６月，７月，９月） 
○ 土砂災害警戒情報の運用開始（９月１日） 
○ 広島高速１号線（安芸府中道路）の延伸区間が開通し，全線供用開始（１０月１６日） 
○ 広島空港利用者４０００万人突破（１０月２０日） 
○ 北米航路ポートセールス・ミッション（航路開設一周年にあたり，エバレット港の港務局と 
 「相互協力協定」を締結）（１１月） 
○ 灰塚ダムの竣工（１１月１１日） 
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３ 土木局・都市局の主要プロジェクト事業 
(1) 完了済の主なプロジェクト事業

事業費

（億円） 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

安 芸 灘 大 橋 487 呉市 県，県道路公社 2.7 ㎞

豊 島 大 橋 230 呉市 県 3.8 km

江 府 三 次 道 路 （ 高 道 路 ） 110 庄原市 県 3.0 ㎞

温 井 ダ ム 1,750 安芸太田町 国土交通省 　　　 　82,000千 m3

魚 切 ダム（ダム 貯水池水質保全事業） 10 広島市佐伯区 県

四 川 ダ ム 223 福山市 県

山 田 川 ダ ム （ 生 活 貯 水 池 ） 81 世羅町 県

灰 塚 ダ ム 1,800 三次市三良坂町 国土交通省

梶 毛 ダ ム 170 広島市佐伯区 県

福 富 ダ ム 371 東広島市福富町 県

沼 田 川 河 川 防 災 ス テ ー シ ョ ン 12 三原市本郷町 県，三原市 4.2 ha

須 波 海 岸 環 境 整 備 31 三原市本郷町 県，三原市 2,100 m2

広 島 空 港 （ 滑 走 路 3,000m ） 201 三原市本郷町 運輸省 195 ha

広 島 空 港 （ タ ー ミ ナ ル 地 域 拡 張 ） 22 三原市本郷町 国土交通省 5.6 ha

広島空港（計器着陸施設の高カテゴリー化） 84 三原市本郷町 国土交通省

観 音 マ リ ー ナ 218 広島市西区 県，第三セクター マリーナ等　20.9 ha

福 山 港 箕 島 地 区 港 湾 整 備 事 業 32 福山市 県

福 山 港 箕 沖 地 区 港 湾 整 備 事 業 154 福山市 県，国土交通省

廿 日 市 地 区 （ 第 二 期 ） 港 湾 整 備 事 業 359 広島市佐伯区，廿日市市 県，国土交通省

紙 屋 町 地 区 地 下 街 建 設 事 業 486 広島市 第三セクター 24,930 m2

み よ し 公 園 107 三次市 県 52.8 ha

び ん ご 運 動 公 園 219 尾道市 県 87.6 ha

広 島 中 央 フ ラ イ ト ロ ー ド 630 三原市 県 10.0 km

　　　岸壁（-10m）等

事　　　　　業　　　　　名 施行箇所 事業主体 事業規模等

　　　　　　　　700 千m
3

岸壁（-7.5m）等

　　 　　　　52,100 千m3

　　 　　　　1,060 千m
3

　　　岸壁（-7.5m）

電波高度計用地造成等

　　　　　　10,900 千m
3

ダム湖の水質浄化

　　　　　　　1,650 千m
3

工　　　期　　（年度）
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（2） 施工中の主なプロジェクト事業

事 業 費

（億円） 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 以降

岩 国 大 竹 道 路 1,330 大竹市～岩国市 国土交通省 9.8 ㎞

広 島 南 道 路 － 廿日市市～海田町 国土交通省ほか 23.3 ㎞

東 広 島 ・ 呉 自 動 車 道 1,925 東広島市～呉市 国土交通省 32.8 ㎞

広島高速道路（広島高速１～５号線） 3,780 広島市,府中町 広島高速道路公社 　　　   5路線　29.0 ㎞

中 国 横 断 自 動 車 道 尾 道 松 江 線 3,170 尾道市～庄原市高野町 国土交通省・西日本高速道路（株） 86.3 ㎞ （22年度一部供用）

京 橋 川 ・ 猿 猴 川 高 潮 対 策 事 業 510 中区，南区，東区，府中町 県 24,600 m

仁 賀 ダ ム 240 竹原市 県

野 間 川 ダ ム （ 生 活 貯 水 池 ） 74 尾道市御調町，三原市久井町 県

庄 原 ダ ム （ 〃 ） 60 庄原市 県

手 城 川 河 川 改 修 430 福山市 県 5,912 m

広 島 ポ ー ト ル ネ ッ サ ン ス 21 事 業 2,711 南区 県，国土交通省

五 日 市 地 区 港 湾 整 備 事 業 1,210 佐伯区 県，国土交通省

尾道糸崎港機織地区港湾整備事業 500 福山市松永町 県，国土交通省

尾道糸崎港貝野地区港湾整備事業 470 三原市 県

呉 新 世 紀 の 丘 開 発 構 想 1,500 呉市 県，呉市ほか 　　 　　　  約1,000 ha

広島市東部地区連続立体交差事業 960 広島市，府中町，海田町 県，広島市 6.3 ㎞

国 営 備 北 丘 陵 公 園 640 庄原市 国土交通省 340 ha

太田川流域下水道 （瀬野川処理区 ） 1,402 広島市，府中町，海田町，熊野町，坂町 県 28.4 km

芦 田 川 流 域 下 水 道 1,362 福山市，府中市 県 39.4 km

沼 田 川 流 域 下 水 道 500 東広島市，三原市 県 38.3 km

警 固 屋 音 戸 バ イ パ ス 233 呉市警固屋～呉市音戸 県 2.9 km

（19年度，21年度一部供用）

（11年度，13年度，19年度，22年度一部供用）

事　　　　　業　　　　　名 施 行 箇 所 事 業 主 体 事 業 規 模 等
工　　　期　　（年度）

　　　　　　　　560 千m3

岸壁（-7.5m）等

岸壁（-12.0m～-4.5m）等

　　　　　　　2,710 千m3

　　　　　　　　701 千m3

岸壁（-4.0m～-14.0m）等

岸壁（-7.5m～-12.0m）等

（59年度一部供用）

（7年度一部供用）

（7年度一部開園）

（63年度一部供用）
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４ 広 島 県 の 概 観 

 
項   目 現  況 ・ 実  勢 備   考 

 
１ 位 置       

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
２ 県 土 面 積       
 

 
                  8,479.58ｋ㎡ 

資料：平成２２年｢全国都道府県市町村別面積調｣(国土地理院) 

 

 
Ｈ22.10.1 現在 
 

 
３ 人 口       

 
総   数             2,876,642 人 
               男  1,390,190 人 
               女  1,486,452 人 

資料：平成１7年｢国勢調査｣(総務省) 
 

 
Ｈ17.10.1 現在 
 

 
４ 世 帯 数       
 

 
総   数             1,184,606 世帯 
 

 
Ｈ22.10.1 現在 
 

 
５ 道 路       
 

 
実 延 長              28,661.6ｋｍ 
 

 
Ｈ22.4.1 現在 
 

 
６ 河 川       
 

 
総   数                505 河川 
 
流 路 延 長                    3,070.3ｋｍ 

 
Ｈ23.4.1 現在 
 

 
７ ダ ム       
 

 
既 設 ダ ム                     17 ヶ所 
              多目的ダム 12，治水ダム 4,生活貯水池１ 
建設中ダム                 3ヶ所 
                     治水ダム 1，生活貯水池２ 
 

 
Ｈ23.4.1 現在 
 

 
８ 海 岸       
 

 
総 延 長              1,129.1ｋｍ 
 

 
Ｈ21.3.31 現在 
 

 
９ 港 湾       
 

 
総   数                44 港 
       ・ 国際拠点港湾１港（県管理） 
       ・ 重要港湾 3 港（うち県管理 2港） 
       ・ 地方港湾 40 港（うち県管理 24 港） 
 

 
Ｈ23.4.1 現在 
 
 

 
10 都市計画区域 
 

 
対   象            27 区域(20 市町) 
 

 
Ｈ23.4.1 現在 
 

 
11 住 宅       
 

 
住 宅 総 数                  1,147,600 戸 
  （ 公 営 住 宅 総 数      42,471戸 ） 
 

 
Ｈ20.10.1 現在 
(Ｈ22.3.31現在)
 

 

東 福山市走島町宇治島 東 経  
133°28′

西 廿日市市吉和字吉和西 東 経  
132°02′

距 離  
131.88 ㎞ 

南 呉市倉橋町横島 北 緯  
34°02′

北 庄原市高野町大字 
   和南原字篠原山 

 北 緯 
35°06′

距 離  
118.79 ㎞ 
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５ 土木局・都市局各課電話番号表 

土木局長 513-3800
未来プラン総合推進部長 513-3801 　　空港振興課
建設企画部長 513-3802 空港振興グループ 513-4013
土木整備部長 513-3803 空港環境整備グループ 513-4014
空港港湾部長 513-4000 　　港湾振興課

　　土木総務課 空港港湾総務グループ 513-4020
庶務グループ 513-3811 港営グループ
経営戦略グループ 513-3816 海域管理グループ
経営調整グループ 513-3814 分譲促進グループ 513-4033
法務グループ 513-3813 ポートセールスグループ 513-4035

　　建設産業課 　　港湾企画整備課
建設業グループ 513-3821 港湾計画グループ

入札制度グループ 513-3822 港湾企画グループ
　　用地課 港湾整備グループ

用地指導グループ 513-3827 　　 海岸整備グループ
収用グループ
用地調整グループ 都市局長 513-4100

　　技術企画課 　　都市政策課
技術総務グループ 都市総務グループ 513-4111

事業調整グループ 都市管理グループ 513-4114
企画調査グループ 都市企画グループ 513-4112
総合調整担当 地域計画グループ

　　 技術指導グループ 513-3865 施設計画グループ
IT推進グループ 513-3861 　　都市整備課

513-3862 都市開発グループ 513-4127

　　道路河川管理課 街路グループ 513-4126
道路河川総務グループ 513-3885 鉄道高架グループ 513-4125

513-3924 　　都市環境課
道路管理グループ 513-3903 下水道管理グループ 513-4138
河川砂防管理グループ 513-3923 公園・公共下水道グループ 513-4142

　　道路企画課 流域下水道グループ
道路企画グループ 特殊設備グループ

幹線道路グループ 　　建築課
橋梁グループ 建築指導グループ 513-4183

　　道路整備課 構造審査グループ 513-4159
国道・市町道グループ 513-3897 建築士グループ 513-4184
県道グループ 513-3898 宅建業グループ 513-4185
道路維持グループ 513-3904 　　住宅課

　　河川課 住宅総務グループ

河川企画グループ 513-3929 住宅指導グループ
河川整備グループ 513-3930 住宅企画グループ 513-4164
都市河川整備グループ 513-3931 住宅改善グループ 513-4178
水源対策グループ 住宅整備グループ 513-4177
ダム建設グループ 住宅管理グループ 513-4171

　　砂防課 住宅収納グループ 513-4172

砂防企画グループ 513-3942
砂防整備グループ
急傾斜整備グループ

土　　　　木　　　　局

513-3833

513-3853

513-3859

513-4019

513-3936

513-3943

513-4166

513-3891

513-4139

513-4117

513-4026

都　　　　市　　　　局

513-4025

 
 
 
 
 

番号をお確かめのうえ 
各グループの電話番号を直接ダイヤルしてください。 
（０８２）－５１３－□□□□ 
なお，代表番号（０８２）２２８－２１１１もご利用になれます。 
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